
【様式第１号】

連結貸借対照表
（令和 2年 3月31日現在）

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 156,210,358 固定負債 55,425,949

有形固定資産 144,705,493 地方債等 43,928,069
事業用資産 57,015,756 長期未払金 5,078,556

土地 20,995,410 退職手当引当金 4,603,031
立木竹 - 損失補償等引当金 - 
建物 67,613,170 その他 1,816,293
建物減価償却累計額 △ 42,142,752 流動負債 5,877,250
工作物 13,402,585 １年内償還予定地方債等 5,023,424
工作物減価償却累計額 △ 6,942,698 未払金 123,551
船舶 - 未払費用 14,901
船舶減価償却累計額 - 前受金 1,187
浮標等 - 前受収益 - 
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 363,391
航空機 - 預り金 112,651
航空機減価償却累計額 - その他 238,144
その他 - 61,303,199
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 4,090,041 固定資産等形成分 161,095,457

インフラ資産 84,040,458 余剰分（不足分） △ 54,040,320
土地 12,374,457 他団体出資等分 116,830
建物 8,852,119
建物減価償却累計額 △ 5,876,594
工作物 180,120,154
工作物減価償却累計額 △ 112,096,246
その他 - 
その他減価償却累計額 - 
建設仮勘定 666,567

物品 7,396,576
物品減価償却累計額 △ 3,747,297

無形固定資産 83,471
ソフトウェア 81,700
その他 1,770

投資その他の資産 11,421,395
投資及び出資金 626,850

有価証券 543,634
出資金 83,216
その他 - 

投資損失引当金 - 
長期延滞債権 1,014,246
長期貸付金 115,497
基金 9,799,749

減債基金 - 
その他 9,799,749

その他 84
徴収不能引当金 △ 135,031

流動資産 12,264,807
現金預金 6,233,464
未収金 629,347
短期貸付金 17,627
基金 4,867,471

財政調整基金 4,538,647
減債基金 328,824

棚卸資産 120,776
その他 451,263
徴収不能引当金 △ 55,141

繰延資産 - 107,171,966
168,475,165 168,475,165資産合計

負債合計

純資産合計
負債及び純資産合計

栃木県真岡市



【様式第２号】

連結行政コスト計算書
自　平成31年 4月 1日
至　令和 2年 3月31日

（単位：千円）

金額

経常費用 51,266,970

業務費用 20,915,986

人件費 5,377,612

職員給与費 4,628,316

賞与等引当金繰入額 360,920

退職手当引当金繰入額 26,770

その他 361,606

物件費等 14,225,186

物件費 7,646,995

維持補修費 529,674

減価償却費 6,042,690

その他 5,827

その他の業務費用 1,313,189

支払利息 462,562

徴収不能引当金繰入額 114,237

その他 736,390

移転費用 30,350,983

補助金等 25,363,046

社会保障給付 4,908,573

他会計への繰出金 - 

その他 79,365

経常収益 4,030,712

使用料及び手数料 2,634,525

その他 1,396,187

純経常行政コスト 47,236,258

臨時損失 53,392

災害復旧事業費 - 

資産除売却損 40,281

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 13,111

臨時利益 6,429

資産売却益 6,420

その他 10

純行政コスト 47,283,220

科目

栃木県真岡市



【様式第３号】

連結純資産変動計算書
自　平成31年 4月 1日
至　令和 2年 3月31日

（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 109,089,931 160,197,216 △ 51,223,037 115,753

純行政コスト（△） △ 47,283,220 △ 47,284,297 1,077

財源 45,377,793 45,377,793 0

税収等 27,262,942 27,262,942 0

国県等補助金 18,114,851 18,114,851 0

本年度差額 △ 1,905,427 △ 1,906,504 1,077

固定資産等の変動（内部変動） 1,445,035 △ 1,445,035

有形固定資産等の増加 24,293,017 △ 24,293,017

有形固定資産等の減少 △ 22,724,537 22,724,537

貸付金・基金等の増加 3,619,490 △ 3,619,490

貸付金・基金等の減少 △ 3,742,936 3,742,936

資産評価差額 △ 7,823 △ 7,823

無償所管換等 △ 17,947 △ 17,947

他団体出資等分の増加 - - 

他団体出資等分の減少 - - 

比例連結割合変更に伴う差額 11,224 △ 521,024 532,248

その他 2,008 - 2,008

本年度純資産変動額 △ 1,917,965 898,241 △ 2,817,283 1,077

本年度末純資産残高 107,171,966 161,095,457 △ 54,040,320 116,830

科目 合計

栃木県真岡市



【様式第４号】

連結資金収支計算書
自　平成31年 4月 1日
至　令和 2年 3月31日

（単位：千円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 45,333,399

業務費用支出 14,982,516
人件費支出 5,300,678
物件費等支出 8,524,744
支払利息支出 462,562
その他の支出 694,531

移転費用支出 30,350,883
補助金等支出 25,362,946
社会保障給付支出 4,908,573
他会計への繰出支出 - 
その他の支出 79,365

業務収入 48,349,091
税収等収入 27,207,946
国県等補助金収入 17,380,497
使用料及び手数料収入 2,562,113
その他の収入 1,198,536

臨時支出 304
災害復旧事業費支出 - 
その他の支出 304

臨時収入 34
業務活動収支 3,015,421
【投資活動収支】

投資活動支出 9,253,521
公共施設等整備費支出 7,643,695
基金積立金支出 454,584
投資及び出資金支出 - 
貸付金支出 1,155,241
その他の支出 - 

投資活動収入 2,884,035
国県等補助金収入 579,545
基金取崩収入 1,090,543
貸付金元金回収収入 1,170,754
資産売却収入 14,564
その他の収入 28,630

投資活動収支 △ 6,369,485
【財務活動収支】

財務活動支出 4,293,841
地方債等償還支出 4,249,727
その他の支出 44,114

財務活動収入 6,957,509
地方債等発行収入 6,957,509
その他の収入 - 

財務活動収支 2,663,668
本年度資金収支額 △ 690,396
前年度末資金残高 6,872,726
比例連結割合変更に伴う差額 5,041
本年度末資金残高 6,187,372

前年度末歳計外現金残高 52,030
本年度歳計外現金増減額 △ 5,938
本年度末歳計外現金残高 46,092
本年度末現金預金残高 6,233,464

科目

栃木県真岡市



I. 重要な会計方針 

1. 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･････････････････････････････取得原価 

ただし，開始時の評価基準及び評価方法については，次のとおりです。 

ア. 昭和 59 年度以前に取得したもの･････････再調達原価 

ただし，道路，河川，及び水路の敷地は備忘価格１円としています。 

イ. 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････再調達原価 

ただし，取得原価が不明な道路，河川，及び水路の敷地は備忘価格１円としていま

す。 

② 無形固定資産･････････････････････････････原則として取得原価 

ただし，取得原価が不明なものは再調達原価としています。 

 

2. 有価証券等の評価基準及び評価方法 

① 市場価格のある有価証券等････････････････会計年度末における市場価格 

② 市場価格がない有価証券等････････････････取得原価 

ただし，市場価格のないものについて，実質価額が著しく低下した場合には，相当の

減額を行うこととしています。 

なお，実質価額の低下割合が30%以上である場合には，「著しく低下した場合」に該当

するものとしています。 

 

3. 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリ

ース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が３００万円以下のファイナン

ス・リース取引を除きます。） 

･････････････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

4. 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

 過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

ただし、一部の連結対象団体においては、法人税法に規定する法定繰入率に基づく繰

入限度額によっています。 

② 退職手当引当金 



 本年度末に特別職を含む全職員（本年度末退職者を除く）が普通退職した場合の退職

手当要支給額に、組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当

として支給された額の総額を控除した額を加算して計上しております。 

③ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務のうち、地方公共団体の財政の健全化

に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

④ 賞与等引当金 

 翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額

の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

5. リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア. 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリ

ース総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っています。 

イ. ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っています。 

 

6. 連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3 ヶ月以内の短期投資等）を資金の

範囲としています。 

このうち現金同等物は，短期投資の他，出納整理期間中の取引により発生する資金の受

払いを含んでいます。 

 

7. 消費税等の会計処理 

税込方式によっております。 

ただし、一部の連結対象団体については、税抜方式によっています。 

 

 

II. 重要な会計方針の変更等 

該当なし 

 

 



III. 重要な後発事象 

該当なし 

 

 

IV. 重要な偶発債務 

  該当なし 

 

 

V. 追加情報 

1. 連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

栃木県市町村総合事務組合 
一部事務組合・

広域連合 
比例連結 

・一般会計等、特別会計 

組織市町村等均等割 

・消防団員等公務災害 

補償会計 3.23% 

・非常勤職員公務災害 

補償会計 5.94% 

後期高齢者医療広域連合 
一部事務組合・

広域連合 
比例連結 3.55% 

芳賀地区広域行政事務組合 
一部事務組合・

広域連合 
比例連結 51.95% 

真岡市土地開発公社 地方三公社 全部連結 ― 

真岡市農業公社 第三セクター等 全部連結 ― 

真岡市シルバー人材センター 第三セクター等 全部連結 ― 

真岡市社会福祉協議会 第三セクター等 全部連結 ― 

もおか鬼怒公園開発株式会社 第三セクター等 全部連結 ― 

 連結の方法は次のとおりです。 

 ① 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象と

しています。 

 ② 地方三公社は、すべて全部連結の対象としています。 

 ③ 第三セクター等は、出資割合等が 50％を超える団体（出資割合等が 50％以下であっ

ても業務運営に実質的に主導的な立場を確保している団体を含みます。）は、全部連

結の対象としています。また、いずれの地方公共団体にとっても全部連結の対象とな

らない第三セクター等については、出資割合等や活動実績等に応じて、比例連結の対

象としています。ただし、出資割合が 25％未満であって、損失補償を付している等

の重要性がない場合は、比例連結の対象としていない場合があります。 



 

2. 出納整理期間 

地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）に

おいては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年

度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会

計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了

したものとして調整しています。 

 

3. 財務書類の表示金額単位 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 



連結附属明細書

①有形固定資産の明細 (単位：円)

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)
本年度償却額

（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)

117,425,425,066 6,566,613,064 17,890,831,955 106,101,206,175 49,085,450,208 1,766,930,910 57,015,755,967
31,838,298,299 12,605,929 10,855,494,101 20,995,410,127 0 0 20,995,410,127

0 0 0 0 0 0 0
66,901,966,322 1,218,201,680 506,997,737 67,613,170,265 42,142,752,121 1,456,286,715 25,470,418,144
18,263,471,593 373,114,075 5,234,001,037 13,402,584,631 6,942,698,087 310,644,195 6,459,886,544

0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0

421,688,852 4,962,691,380 1,294,339,080 4,090,041,152 0 0 4,090,041,152
184,644,391,080 17,461,314,106 92,407,339 202,013,297,847 117,972,840,073 3,780,858,407 84,040,457,774

1,534,117,963 10,840,339,364 0 12,374,457,327 0 0 12,374,457,327
8,413,560,810 438,558,137 0 8,852,118,947 5,876,593,920 241,835,888 2,975,525,027

174,166,813,186 5,970,852,285 17,511,139 180,120,154,332 112,096,246,153 3,539,022,519 68,023,908,179
0 0 0 0 0 0 0

529,899,121 211,564,320 74,896,200 666,567,241 0 0 666,567,241
6,230,939,844 1,252,118,805 86,483,024 7,396,575,625 3,747,296,743 293,296,878 3,649,278,882

308,300,755,990 25,280,045,975 18,069,722,318 315,511,079,647 170,805,587,024 5,841,086,195 144,705,492,623

　　立木竹
　  土地

【様式第５号】

１．連結貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

 事業用資産

区分

　　航空機
　　浮標等
　　船舶
　　工作物
　　建物

　　建物
　　土地
 インフラ資産
　　建設仮勘定
　　その他

合計
 物品
　　建設仮勘定
　　その他
　　工作物


